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広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、土砂災害による危険から住民の生命の安全を確保するため、社会資本整備

総合交付金交付要綱（平成２２年３月２６日国官会第２３１７号国土交通事務次官通知。以下

「交付金要綱」という。）及び広島県建築物土砂災害対策改修促進事業補助金交付要綱に基づ

き、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５

７号。以下「土砂災害防止法」という。）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域（以

下「土砂災害特別警戒区域」という。）内の住宅及び居室を有する建築物（以下「住宅等」と

いう。）の土砂災害対策改修を行う者に対し、予算の範囲内で広島市住宅・建築物土砂災害対

策改修補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、広島市補助金等交付規則

（昭和３６年広島市規則第５８号。以下「規則」という。）に規定するもののほか必要な事項

を定めるとともに、規則第２７条の規定に基づき手続の特例を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 土砂災害対策改修 既存の住宅等について、土砂災害に対して安全な構造となるよう行う

外壁の改修や塀の設置等をいう。 

⑵ 補助事業 交付金要綱の規定により、土砂災害対策改修に要する費用を補助する広島市住

宅・建築物土砂災害対策改修補助事業をいう。 

⑶ 施行者 次のいずれかの者をいう。 

ア 補助事業を行う住宅等の所有者 

イ 補助事業を行う住宅等の建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）に

規定された、建物、敷地等を管理するために区分所有者全員で構成された団体 

ウ その他市長が適当と認める者 

（補助対象建築物） 

第３条 この要綱に定める補助事業の対象となる住宅等（以下「補助対象住宅等」という。）は、

本市の区域内に存する民間住宅等（国、公共団体、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成

１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。）、地方独立行政法人

（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法

人をいう。）その他国又は地方公共団体の設立、出資等に係る法人の所有に属する住宅等を除

く。）で、次に掲げる要件に該当するものであること。 

⑴ 土砂災害特別警戒区域内の住宅等であること。 

⑵ 住宅等の敷地が土砂災害特別警戒区域に指定される前に建築された住宅等で、建築基準法

施行令（昭和２５年政令第３３８号）第８０条の３の規定に適合しない構造であること。 

（事業要件及び補助額） 

第４条 補助金の対象となる事業は、施行者が補助対象住宅等について行う土砂災害対策改修で、

その結果、補助対象住宅等を建築基準法施行令第８０条の３の規定に適合させる事業とする。 

２ 補助金の対象経費は、土砂災害対策改修に係る工事費（３，３６０，０００円を限度とする。）とし、補

助額は、予算の範囲内において補助金の対象経費に２３％を乗じて得た額（その額に１，０００円未満

の端数があるときは、これを切り捨てた額とし、７７２，０００円を限度とする。）とする。 
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３ 補助事業は、補助金の交付の決定を受けた会計年度の２月末日までに完了し、補助金の額の

確定を受けるものとする。ただし、市長がやむを得ないと認める場合は、この限りでない。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、補助対象住宅等ごとに、広島市住宅・建築物土

砂災害対策改修補助金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添付して市長に提出

し、補助事業の着手（補助事業に係る契約）の前に補助金の交付の決定を受けなければならな

い。ただし、次条に定める全体設計承認を受けて、補助金の交付を受けようとする者は、最終

完年度までの年度ごとに、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付申請書（別記第１

号様式）に第８号及び第１１号並びに次条第１項第２号に掲げる書類を添付して市長に提出し、

補助金の交付の決定を受けなければならない。 

⑴ 補助対象住宅等に係る登記事項証明書その他補助対象住宅等の所有者が確認できるもの

（申請日から３月以内に交付されたものに限る。） 

⑵ 補助対象住宅等の所有者（区分所有されている補助対象住宅等にあっては、すべての区分

所有者）について、本市市税の滞納がないことを証する書類（申請日から３月以内に交付さ

れたものに限る。） 

⑶ 区分所有されている補助対象住宅等にあっては、当該住宅等の管理を行う団体の総会の決議書 

⑷ 補助対象住宅等の付近見取図、配置図（土砂災害特別警戒区域内であることが分かる図を

含む。）、各階平面図、立面図、断面図、構造図、建築基準法施行令第８０条の３の規定へ

の適合検討書及び現況外観写真 

⑸ 補助対象住宅等の建築時期が確認できる書類（他の書類と兼ねることができる。） 

⑹ 土砂災害対策改修の計画が建築基準法施行令第８０条の３の規定に適合することを、建築

士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第２項の規定による１級建築士又は同条第３項に

よる２級建築士であって当該土砂災害対策改修に係る構造設計を行った建築士以外の者が、

証した書類（別記第２号様式。次号の書類を添付する場合は、省略することができる。） 

⑺ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の規定による確認済証（確認の申請が必要な場合に限る。） 

⑻ 土砂災害対策改修に係る工事費の見積書（土砂災害対策改修に併せて、リフォームなどの

他の工事を行う場合は、土砂災害対策改修に係る工事費とその他の工事に係る工事費が内訳

として分かるものとする。） 

⑼ 建築士の免許証（土砂災害対策改修に係る構造設計を行った建築士及び第６号の規定によ

る建築士のもの） 

⑽ 消費税の課税事業者である場合、課税事業者届出書 

⑾ その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の補助金の交付を受けようとする者は、交付を受けようとする補助金に係る消費税仕入

控除税額（補助対象経費に含まれる消費税等のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）

に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 

２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計金額を補助対象経

費の消費税等相当額に対する補助額の消費税等相当額の割合で按分して得た金額をいう。以下

同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において

当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 

３ この要綱に基づく補助金の交付は、１の補助対象住宅等につき１回限りとする。 
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（全体設計承認） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、当該補助事業に係る工事が複数年度にわたる場合

には、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業全体設計承認申請書（別記第３号様式）

に次に掲げる書類を添付して市長に提出し、初年度の補助金の交付の申請までに、当該工事に

係る事業費の総額及び各年度の出来高等に関する全体設計（以下「全体設計」という。）の承

認を受けなければならない。 

⑴ 前条第１項各号までに掲げる書類 

⑵ 年度ごとの工程及び出来高が確認できる書類 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合には、これを審査して、全体設計を承認すると決定し

たときは広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業全体設計承認通知書（別記第４号様式）に

より、全体設計を承認しないと決定したときは広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事全体設

計不承認通知書（別記第５号様式）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

３ 全体設計の承認に当たっては、次の条件を付するものとする。 

⑴ 全体設計の内容を変更しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。 

⑵ 全体設計に係る補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認

を受けること。 

⑶ 全体設計に係る補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は全体設計に係る補助事業

の遂行が困難となったときは、遅滞なく市長に報告してその指示を受けること。 

⑷ 全体設計に係る書類は、補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後、１０年間保存

しておくこと。 

⑸ その他、規則及びこの要綱を遵守すること。 

４ 市長は、前項に定める条件のほか、全体設計の承認の目的を達成するために、必要な条件を

付することができる。 

（交付の決定等） 

第７条 市長は、第５条第１項の申請書の提出があった場合には、これを審査して補助金を交付

するかどうかの決定をするものとし、補助金を交付すると決定したときは広島市住宅・建築物

土砂災害対策改修補助金交付決定通知書（別記第６号様式）により、補助金を交付しないと決

定したときは広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金不交付決定通知書（別記第７号様式）

により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

２ 補助金の交付には、次の条件を付するものとする。 

⑴ この補助金は、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業に要する経費に充てること。 

⑵ 補助事業に要する予算を変更し、又は補助事業の内容を変更しようとするときは、あらか

じめ市長の承認を受けること。 

⑶ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。 

⑷ 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業の遂行が困難となったときは、

遅滞なく市長に報告してその指示を受けること。 

⑸ 補助事業について、その都度収支を明らかにした領収証書等の書類を取りそろえ、また帳

票を備えてその予算の出納の一切の事項を明確に記入しておくこと。 

これらの書類及び帳票は、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後、１０年間保

存しておくこと。 
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⑹ 規則第１８条第１項各号のいずれかに該当すると認められるときは、補助金の全部又は一

部の返還を命ずることがあること。 

⑺ 補助事業が完了したときは、その完了の日から４０日以内（中止又は廃止の承認を受けた

場合には、当該承認通知を受理した日から４０日以内）又は補助金の交付の決定を受けた会

計年度の２月末日のいずれか早い日（市長がやむを得ないと認める場合にあっては、市長が指

定する日）までに、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業実績報告書（別記第１２

号様式）に第１１条第１項に掲げる書類を添えて市長に提出すること。ただし、前条に定め

る全体設計承認を受けた者は、最終完了年度以外の年度においては、当該補助金の交付の決

定を受けた各会計年度の２月末日（市長がやむを得ないと認める場合にあっては、市長が指定

する日）までに提出すること。 
⑻ 第５条第２項ただし書きの規定により申請した者は、補助金の交付決定額について、補助

金に係る消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、これを上記の補助金交付決定額か

ら減額して実績報告すること。 

⑼ その他、規則及びこの要綱を遵守すること。 

３ 市長は、前項に定める条件のほか、補助金の交付の目的を達成するための必要な条件を付す

ることができる。 

（補助金の経理等） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類及び

帳票を備え、補助事業の完了の日から起算して１０年を経過した日の属する会計年度の末日ま

で保存しなければならない。 

（補助事業内容の変更の承認） 

第９条 補助金の交付の決定を受けた者は、決定後において規則第１２条第１項各号に掲げる変

更等を行う場合は、遅滞なく広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業変更（中止・廃止）

承認申請書（別記第８号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の承認をしたときは、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業変更（中

止・廃止）承認通知書（別記第９号様式）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

（全体設計に係る補助事業の変更等） 

第１０条 全体設計の承認を受けた者は、全体設計に係る補助事業の内容等の変更をしようとす

るときは、第７条の交付の決定の通知を受ける前又は前条の変更の承認の通知を受ける前に広

島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業全体設計変更（中止・廃止）承認申請書（別記第

１０号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の承認をしたときは、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業全体設計

変更（中止・廃止）承認通知書（別記第１１号様式）により、当該申請を行った者に通知する

ものとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助事業が完了したとき、その完了した日から

４０日以内（中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から４０日以

内）又は補助金の交付の決定を受けた会計年度の２月末日のいずれか早い日（市長がやむを得な

いと認める場合にあっては、市長が指定する日）までに、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修

補助事業実績報告書（別記第１２号様式）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。ただし、第６条に定める全体設計承認を受けた者は、最終完了年度以外の年度にお

いては、当該補助金の交付の決定を受けた各会計年度の２月末日（市長がやむを得ないと認める
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場合にあっては、市長が指定する日）までに提出しなければならない。この場合において、当

該年度の出来高を確認できる書類及び工事の状況が確認できる書類を添付するものとする。 

⑴ 土砂災害対策改修工事施工報告書（別記第１３号様式） 

⑵ 補助事業完了後の補助対象住宅等の外観写真 

⑶ 建築基準法の規定による検査済証（確認済証の交付を受けた場合に限る。） 

⑷ 補助事業の実施に関する契約書の写し（土砂災害対策改修に併せて、リフォームなどの他

の工事を行う場合は、土砂災害対策改修に係る工事費とその他の工事に係る工事費が内訳と

して分かるものとする。） 

⑸ 補助事業の実施に要した費用に係る請求書又は領収書（土砂災害対策改修に併せて、リフ

ォームなどの他の工事を行う場合は、土砂災害対策改修に係る工事費とその他の工事に係る

工事費が内訳として分かるものとする。） 

⑹ その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の実績報告書を提出する者のうち、第５条第２項ただし書きの規定により申請をした者

は、補助金の交付決定額について消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、これを補助

金の交付決定額から減額して報告しなければならない。 

（補助金の額の確定通知） 

第１２条 市長は、前条の実績報告書の提出があった場合には、当該報告に係る補助事業の成果

が補助金交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうかの確認をするものとし、適

合すると確認したときは、交付すべき補助金の額を決定し、広島市住宅・建築物土砂災害対策

改修補助金額確定通知書（別記第１４号様式）により、当該補助金の交付の決定を受けた者に

通知するものとする。 

２ 第６条の全体設計承認を受けた補助事業の実績報告書の提出があった場合には、前項の「補

助金の額」については、「当該年度の出来高に応じた補助金の額」と読み替える者とする。 

（補助金の交付請求） 

第１３条 前条の補助金の額の確定通知を受けた者は、遅滞なく広島市住宅・建築物土砂災害対

策改修補助金交付請求書（別記第１５号様式）を市長に提出し、補助金の交付を請求すること

ができる。 

２ 市長は、前項の規定による申請者からの請求書受理後３０日以内に、補助金を支払うものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１４条 市長は、規則第１２条第３項の規定により補助金の交付の決定を取り消し、又は変更

したときは、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付決定取消（変更）通知書（別記

第１６号様式）により、当該補助金の交付の決定を受けた者に通知するものとする。 

２ 市長は、規則第１８条第１項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した

ときは、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付決定（全部・一部）取消通知書（別

記第１７号様式）により、当該補助金の交付の決定を受けた者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関

し、既に補助金が交付されているときは、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金返還命

令書（別記第１８号様式）により、期限を定めてその返還を求めるものとする。この場合にお

いて、当該返還を求める補助金に係る加算金及び延滞金の納付については、規則第２０条の規
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定による。 

（消費税相当額の確定に伴う補助金の返還） 

第１６条 補助金の交付を受けた者は、補助事業完了後において、消費税及び地方消費税の申告

により当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、広島市住宅・建築物土砂災

害対策改修補助金消費税仕入控除税額報告書（別記第１９号様式）により、速やかに市長に報

告するとともに、市長の返還命令を受けてこれを市に返還しなければならない。 

（暴力団の排除） 

第１７条 市長は、補助申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の

規定にかかわらず、補助金を交付しないものとする。 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。） 

⑵ 広島県暴力団排除条例（平成２２年広島県条例第３７号）第１９条第３項の規定による公

表が現に行われている者 

⑶ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

２ 市長は、補助金の交付の決定を受けた者が前項各号のいずれかに該当すると認めたときは、

第６条に規定する交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（委任規定） 

第１８条 この要綱の施行に関し必要な事項は、都市整備局指導担当局長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年７月２７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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別  記 

 

様 式 書   類 関係条文 

第１号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付申請書 第５条 

第２号様式 土砂災害対策改修計画に係る構造規定適合報告書 第５条 

第３号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業全体設計承

認申請書 

第６条第１項 

第４号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業全体設計承

認通知書 

第６条第２項 

第５号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業全体設計不

承認通知書 

第６条第２項 

第６号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付決定通知

書 

第７条第１項 

第７号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金不交付決定通

知書 

第７条第１項 

第８号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業変更（中

止・廃止）承認申請書 

第９条第１項 

第９号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業変更（中

止・廃止）承認通知書 

第９条第２項 

第１０号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業全体設計変

更（中止・廃止）承認申請書 

第１０条第１項 

第１１号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業全体設計変

更（中止・廃止）承認通知書 

第１０条第２項 

第１２号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業実績報告書 第１１条第１項 

第１３号様式 土砂災害対策改修工事施工報告書 第１１条第１項 

第１４号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金額確定通知書 第１２条 

第１５号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付請求書 第１３条第１項 

第１６号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付決定取消

（変更）通知書 

第１４条第１項 

第１７号様式 

 
広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付決定(全

部・一部）取消通知書 

第１４条第２項 

第１８号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金返還命令書 第１５条 

第１９号様式 広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金消費税仕入控

除税額報告書 

第１６条 


